
 
 

                                                                                                                                               　　 2026年5月20日 

　　各位 

会 社 名　株式会社コメ兵ホールディングス 

代表者名　代表取締役社長  石 原 卓 児 

（コード番号：2780 東証スタンダード・名証メイン） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　問合せ先　執行役員コーポレート本部 本部長　鈴 木 崇 弘 

（TEL. 052-249-5366） 

 

ブランド・ファッション事業の2027年３月期4月度月次に関するお知らせ 
 

　弊社ブランド・ファッション事業の「売上高」「個人買取額」について、下記のとおり、お知らせいたします。 

 

記 
 

　　＜ブランド・ファッション事業　売上高＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                     　  （単位：百万円） 

 ４月度 ５月度 ６月度 
第１四半期​

累計期間 
７月度 ８月度 ９月度 

第２四半期​

累計期間 

売　上　高 21,409        

 前年同月比 151.5%        

小 売 比 率 45.3%        

前年小売比率 45.0% 42.0% 38.7% 41.8% 42.5% 40.9% 43.7% 42.1% 

免税売上高比率 17.9%        

 10月度 11月度 12月度 
第3四半期​

累計期間 
１月度 ２月度 ３月度 

第4四半期​

累計期間 

売　上　高         

 前年同月比         

小 売 比 率         

前年小売比率 44.6% 42.5% 49.6% 43.5% 46.5% 41.3% 45.1% 43.8% 

免税売上高比率         

 
　　＜ブランド・ファッション事業　個人買取額＞　       　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                     　　                                                     　　（単位：百万円） 

 ４月度 ５月度 ６月度 
第１四半期​

累計期間 
７月度 ８月度 ９月度 

第２四半期​

累計期間 

買　取　額 10,953        

 前年同月比 136.1%        

 10月度 11月度 12月度 
第3四半期​

累計期間 
１月度 ２月度 ３月度 

第4四半期​

累計期間 

買　取　額         

 前年同月比         

 

・新規出店：国内で買取専門店を5店舗（FC含む）、海外で買取併設販売店を2店舗、計7店舗出店 

・4月の法人オークションの取引相場：宝石は、前月に比べて金相場の急激な値動きが縮小し、総じて堅調に推移。時計は、ロレックスの現行モデルを中心に微弱。バッ

グは、主要ブランドの価格改定などの影響もあり、安定して推移。 

・個人買取額：買取施策や出店効果により、単月で過去最高の買取額を記録。 

・売上高：商品化が順調に進み、前期に仕入れた商品を確実に販売できたことで、小売を中心に売上高は計画以上で推移。 

（注） 1．ブランド・ファッション事業の月次売上高・個人買取は、以下の事業会社を合算して算出しております。（2026年4月末現在）​

            　 株式会社コメ兵、株式会社K-ブランドオフ、株式会社イヴコーポレーション、株式会社シェルマン、株式会社セルビー、​

　　　 　　　　株式会社アールケイエンタープライズ、SAHA KOMEHYO COMPANY LIMITED、KOMEHYO BRAND OFF ASIA LIMITED、​

　　　 　　　　米濱上海商貿有限公司、名流國際名品股份有限公司、KOMEHYO SINGAPORE PTE. LTD.、KOMEHYO MALAYSIA SDN.BHD.、​

　　　 　　　　KOMEHYO USA Inc.、RODEO DRIVE JAPAN Co.LIMITED、iShopShops,Inc.​

　　 　　  2．上記数値は速報値であり、連結会計処理等の影響により決算期の数値と差異が生じる可能性があります。 ​

　　 　　  3．本通知書の財務数値については、監査法人による会計監査は受けておりません。​

          4．海外事業会社は12月決算のため、集計の対象となる月が異なります。また、為替換算の影響により決算期の数値と差異が生じる可能性があります。  　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　以　上 

                      

 


